
序 章 

  

１．本調査研究の目的 

 

国レベルでの知財政策については、知的財産推進計画（知的財産戦略本部）を始め、様々

な取組が行われているが、地域レベルの知財政策については、各地域において、まだ、十分

な実施計画が策定されていないところが多い。したがって、地域の知財政策の成功事例をと

りまとめ、知財政策のガイドラインを策定することは、地域の知財政策を推進する上で、そ

の意義は極めて大きいといえる。 

また、地域の知財政策は広範・多岐に亘るが、それぞれの技術分野や政策領域毎に、自治体

がどこまで企業活動に関与し公費投入を行うことが適切か、根拠は明らかにされていない。

このため、厳しい財政制約の中、予算措置困難等の理由により、必要な施策の展開ができな

い場合がある一方で、「知財ブーム」の中、過剰な市場介入・公金投入により、むしろ企業活

力を阻害している場合も伺える。 

国でなく自治体が知財政策を推進することのメリットは、 (a)所管官庁が複数に跨るため、

縦割りの弊害が大きい中央政府ではなく、 (b)企業ニーズに近接した小さな地方政府として

横断的・統一的施策の展開が容易な点にある。しかしながら、その効果は実証的には明らか

にされていないため、これを具体的に検証する必要がある。 

 自治体による適切な知財政策の実践は、自力での産業財産権実施が困難な地場の中小企業

による活用を可能とさせ、その公開を通じて一般企業の生産性向上に資するのみならず、民

間部門では負担が困難な巨額投資を必要とする技術開発を通じて、さらには無駄な公金投入

を排し企業の税負担を軽減することを通じて、地域産業の振興・活性化に資する。本研究は、

知財政策における大学支援策について、公的介入・費用負担の適切な水準を理論的・実証的

に明らかにすることにより、知財政策としての大学支援策を実践するためのガイドラインの

策定に有益な情報を提供することを目的として実施する。 

 

２．本調査研究のアプローチ 

 

(1) 地域の知財政策としての大学支援策に関する実態調査 

 

大学で創出された産業財産権の活用に対する自治体の支援策を調査する。都道府県・政令

指定都市及び中核市クラス以上の市町村等を対象として、ヒアリング調査及びアンケート調

査を行い、大学支援策に関する事例集を作成すると共に、成功事例に共通する施策を抽出し

て成功要因の分析を行う。 

地域の知財政策としての大学支援策には、以下のような施策が挙げられる。 

(a)産業財産権に対する助成制度、 

学内ベンチャー、技術開発支援のための優遇税制、融資・補助制度 

(b)大学における産業財産権の実施等に関する法的コンサルティング・訴訟代行 

(c)直接技術開発及び成果の供与に関する公設大学の予算・人員配置 

(d)産学連携のためのコーディネート 

(e)その他、知財業務に関する相談機能、情報提供等 
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(2) 地域の知財政策に関する計量分析 

 

①ここでは公開データを用いて、2003年から各地方自治体で進められてきた知的財産推進
戦略がどのようなインパクトを持つのか、計量経済学の手法を用いて分析する。各都道

府県の知財戦略は 2002年度に福岡県「福岡県農産物知的財産戦略」、鳥取県「島根県知
的財産活用戦略」が策定され、2003年度に東京都「中小企業の知的財産活用のための東
京戦略」には大阪府「大阪府知的財産戦略指針」、秋田県「秋田県知的財産戦略」、北海

道「北海道知的財産戦略推進方策」、愛知県「あいち知的財産創造プラン」などが策定さ

れた。それ以降にも福島県、群馬県、栃木県、茨城県、埼玉県、福井県、長崎県でおい

て知的財産戦略が策定さ、2006年まで 22都道府県において知的財産戦略が策定されて
いる。同時に 15 県において、今後知的財産戦略を策定予定であり、知的財産戦略策定
の動きは全国に広がりつつある。そのメニューは多岐に渡るが、知的財産権の創造、保

護、活用を推進し、地方経済を活性化させる、という目的は共通している。 
  

②ただし、これらの知財政策が有効であったかどうか、未だに計量的分析が行われていな

いのが実情である。本章ではある一定の限界はあるものの、現時点で入手可能なデータ

を使って、各地方自治体の知的財産推進戦略が特許出願数、商標出願数にどのような影

響を与えたかを分析する。分析では近年、政策評価に関する分析として広く利用されて

きた、Difference in Differences Analysis（差分の差分法）を使う。この手法は従来

の計量経済分析手法を応用することにより政策効果をより正確に推計することができ、

労働、医療など、幅広い政策の効果を推計するケースで利用されている。 

 

(3) 地域の知財政策として大学支援策を実施するためのガイドライン策定 

 

上記(1)(2)の分析結果から、地域の知財政策として大学支援策を実施するためのガイドラ

インを策定する。 
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第１章 地域の知財政策の現状と課題       －ヒアリング調査結果－ 

 

第１節 はじめに 

 

この章では、地域の知財政策の現状と課題について調査を行った結果について報告する。

本調査は、経済産業局、及び、各都道府県庁に対するヒアリング調査の他、地域の知的財

産推進計画などの文献調査により実施した。 

 

 

第２節 地域の知財政策の背景 

 

（１）我が国の知財政策の経緯 

 我が国における知財政策は、２００２年２月に、当時の総理大臣（小泉総理大臣）が施

政方針演説の中で、知的財産の重要性について言及されたことから急速に進展した。この

施政方針演説では、「研究活動や創造活動の成果を、知的財産として、戦略的に保護・活用

し、我が国産業の国際競争力を強化することを国家の目標とする」ことが示され、知財立

国に向けた知財政策が本格的にスタートすることとなった。 
 
 その後、２００２年１１月に知的財産基本法が公布され、これを受けて、２００３年３

月に知的財産戦略本部が発足し、同年７月に、知的財産推進計画２００３が策定された。 
 ２００４年以降も、毎年、知的財産推進計画が策定されることになったが、最初の３年

間（２００３年～２００５年）で、概ね知的財産に関する制度の整備、体制の整備が進み、

その結果、２００６年以降は、いよいよ知的財産を活用する時代が到来したと言われてい

る。２００３年から２００５年までの最初の３年間を第一期とし、２００６年からの３年

間を第二期として、各々区分することができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】政策研究院

 

 

２００２年
施政方針
演説

第１期 第２期

１.知的財産基本法の施行状況及び今後の方針について

２００３ ２００５２００４ ２００６ ２００８２００７年度

○基本的な制度改革を
実施

○産学官の協力体制
の整備

○知的財産立国の実効を
上げる

○知的財産を活用した国
際競争力強化

○新たな課題に対応した
制度整備

シンポジウム（平成１９年３月６日）における内閣官房による発表資料より作成 
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（２）地域の知財政策の視点 

 
 地域の知財政策については、知的財産基本法の中でも指摘されている。知的財産基本法

第６条には、「地方公共団体の責務」として、以下のように規定されている。 

 

 
●知的財産基本法第６条（地方公共団体の責務） 
 地方公共団体は、基本理念にのっとり、知的財産の創造、保護及び活用に関し。

国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の特性を生かした自主

的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

また、知的財産推進計画２００６においても、地域の知財政策の視点が盛り込まれてお

り、地域の知財政策に対する期待の高まりが示されている。 
 
 

 
【出典】知的財産推進計画２００６（平成１８年６月）目次  
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（３）地域の知財政策への期待 

 
現在は、知財立国への道のりにおける第二期として、知的財産を活用する時代に入って

いる。したがって、いかにして知的財産を活用するかが重要な政策課題となっている。こ

のような状況下、地域の地方自治体の役割は重要である。なぜなら、地方自治体は、企業、

大学、研究所などのプレイヤーの身近に存在し、地域に特有のニーズを踏まえた適切な政

策を企画・立案することに適しているためである。「地域の特性を活かした知財政策」の担

い手として、地方自治体への期待が大きいといえる。 
 
 国の政策は、全国一律に公平な政策には適しているが、各々の地域ごとに異なる特性に

配慮した政策には限界があると考えられる。今後、知財政策を検討する際には、「国から地

方へ」という流れの中で、地域の知財政策を重要な課題の一つとして検討することが必要

であると考えられる。このような状況下、各都道府県において、地域の知財戦略を策定す

る動きが加速化しており、現時点では、２６の都道府県が地域の知財戦略を作成するに行

っている。 
 

 

22

地方公共団体の知財戦略づくり

東京都
◆中小企業の知的財産活用のための東京戦略
（２００３年８月）

策定済

策定中
策定予定

福岡県
◆福岡県農産物知的財産戦略
（２００３年3月）

島根県
◆島根県知的財産活用戦略
（２００３年3月）

大阪府
◆大阪府知的財産戦略指針
（２００４年２月）

愛知県
◆あいち知的財産創造プラン（２００４年3月）

茨城県
◆いばらぎ知的財産戦略（２００５年2月）

北海道
◆北海道知的財産戦略推進方策
（２００４年6月）

福島県
◆うつくしま、ふくしま知的財産戦略（２００５年2月）

群馬県
◆ぐんま知的財産戦略
（２００５年３月）

長崎県
◆長崎県知的財産戦略（２００５年３月）

（0７年１月内閣官房調べ）

宮城県
◆みやぎ知的財産活用推進方策（２００６年３月）

秋田県
◆秋田県知的財産戦略
（２００４年3月）

栃木県
◆とちぎ知的財産活性化推進方策（２００５年3月）

青森県
◆青森県知的創造サイクル推進方策（２００６年３月）

三重県
◆三重県知的財産戦略ビジョン（２００６年3月）

千葉県
◆千葉県知的財産戦略（２００６年３月）

埼玉県
◆埼玉県知的財産戦略（２００５年3月）

鳥取県
◆とっとり知的財産活用プラン
（２００６年3月）
※鳥取県知的財産の創造等に関する
基本条例（２００６年4月）

山梨県
◆やまなし知的財産戦略
（２００６年２月）

石川県
◆石川県知的財産活用プログラム
（２００６年１月）

○策定済２６都道府県、策定予定１１県

策定予定
○岩手県 ○新潟県 ○富山県 ○長野県 ○奈良県
○和歌山県 ○愛媛県 ○高知県 ○佐賀県 ○宮崎県
○鹿児島県

策定予定
○岩手県 ○新潟県 ○富山県 ○長野県 ○奈良県
○和歌山県 ○愛媛県 ○高知県 ○佐賀県 ○宮崎県
○鹿児島県

福井県
◆福井県知的財産活用プログラム
（２００５年3月）

神奈川県
◆神奈川県知的財産活用促進指針（２００６年８月）

徳島県
◆徳島県知的財産推進指針
（２００６年１２月）

大分県
◆大分県知的財産活性化指針
（２００６年２月）

沖縄県／沖縄地域知的財産戦略本部
◆沖縄地域知的財産推進計画（２００６年3月）

滋賀県
◆滋賀県知的財産戦略プラン
（２００６年１２月）

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における内閣官房による発表資料 
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（４）地域の知財戦略を策定するためのポイント 

 
地域の知財戦略を考える上で必要な視点は、前述の通り、「地域の特性」にあると言うこ

とができるが、もう少し具体的に考えると、次のように整理することができる。 
 
 ①産業財産権 
  中小企業への支援により、地場産業の活性化を含めて、地域産業の競争力強化を図る。

また、大学等の活性化により、大学の国際競争力を図る。 
 
 ②地域ブランド 
  地域のブランド力を高めることにより、地域の特産物の販売力の強化を図るとともに、

観光客誘致の促進を図る。 
 
 ③コンテンツ 
  ロケ誘致を含め、地域の特性を活かしたコンテンツの保護と普及を図ることにより、

地域のイメージアップを図る。 
 
 

【

出

典

】

政

策

研

究

院

シ

ン

ポ

ジ

ウ

ム

（

平

成１９年３月６日）における内閣官房による発表資料 

地域知的財産戦略

地域の発展

地域の特性を活かした知財戦略

産業財産権
・地場産業の活性化
・大学の競争力強化

コンテンツ
・ロケ誘致
・地域のイメージアップ

地域ブランド
・特産物の販売力強化
・観光客誘致
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第３節 地域の知財政策の現状 

 

【調査の概要】 

 
 地域の知財政策の現状を把握するため、都道府県の知財担当者に対してヒアリング調査

及び文献調査を実施した。北は北海道、南は沖縄県に至るまで、広域的に調査を実施した。

以下、地方別に区分して、調査結果について報告する。 
 
 
 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における内閣官房による発表資料 

18

地域における科学技術の振興地域における科学技術の振興

②地域における産学官コンソーシアムによる研究開発

地域新生コンソーシアム研究開発事業

地域における大学等の技術シーズを活用した産学官の共同
研究体制の下で、実用化に向けた研究開発を実施。
平成１８年度 １６３億円 （１７年度 １３６億円）

③地域における中堅・中小企業の技術開発の支援

産業クラスター計画（第Ⅱ期）

地域経済の発展は我が国経済全体の活性化に不可欠。そのため、地域における産学連携の推
進や、地域における中堅・中小企業の技術開発を支援。

地域新規産業創造技術開発費補助事業

中堅・中小企業による新分野進出やベンチャー企業による
新規創業のための、リスクの高い実用化技術開発を支援。
平成１８年度 ５１億円 （１７年度 ６４億円）

中部経済産業局

◇東海ものづくり創生プロジェクト
モノ作り分野 約１，３５０社 ３０大学

◇東海バイオものづくり創生プロジェクト
バイオ分野 約５０社 ４６大学

◇北陸ものづくり創生プロジェクト
モノ作り分野 約２３０社 １３大学

－全国１７プロジェクト、約９，１００社、約２９０大学※－

北海経済産業局

◇北海道スーパー・クラスター振興戦略Ⅱ
情報・バイオ分野 約７１０社 ３２大学

近畿経済産業局

◇近畿バイオクラスタープロジェクト Bio Cluster
バイオ分野 約３２０社 ５４大学

◇関西フロントランナープロジェクト Neo Cluster
モノ作り分野・エネルギー 約６５０社 １８大学

◇環境ビジネスKANSAIプロジェクト Green Cluster
環境分野 約５０社 １大学

九州経済産業局

◇九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ
（K-RIP）
環境分野 約３５０社 ２４大学

◇九州シリコン・クラスター計画
半導体分野 約３６０社 １０大学

沖縄総合事務局経済産業部

◇OKINAWA型産業振興プロジェクト
情報・健康・環境・加工交易分野 約２６０社 ６大学

東北経済産業局

◇ＴＯＨＯＫＵものづくりコリドー
モノ作り分野 約５３０社 ３１大学

関東経済産業局
～広域関東圏産業クラスター推進ネットワーク～

◇地域産業活性化プロジェクト
・首都圏西部ネットワーク支援活動（ＴＡＭＡ）
・中央自動車道沿線ネットワーク支援活動
・東葛川口つくば（ＴＸ沿線）ネットワーク支援活動
・三遠南信ネットワーク支援活動
・首都圏北部ネットワーク支援活動
・京浜ネットワーク支援活動
モノ作り分野 約２，３４０社 ８０大学

◇バイオベンチャーの育成
バイオ分野 約３１０社

◇情報ベンチャーの育成
ＩＴ分野 約７２０社 ７大学

中国経済産業局

◇次世代中核産業形成プロジェクト
モノ作り、バイオ、ＩＴ分野 約３００社 ２９大学

◇循環・環境型社会形成プロジェクト
環境分野 約２００社 ２４大学

四国経済産業局

◇四国テクノブリッジ計画
モノ作り、健康・バイオ分野 約３９０社 ５大学

産業クラスター計画の推進
１７地域、約９１００社、約２９０大学が連携し、実用化

技術開発を推進（平成１８年度から第Ⅱ期計画開始）。

※平成１８年４月１日時点

広域的新事業支援連携等補助事業

地域における支援機関への支援を通じて、企業と大学、研究
機関、商社等とのネットワーク形成や、ベンチャー・第二創業等
の具体的な新事業創出・事業化支援を行う。
平成１８年度 １９億円 （１７年度 １９億円）

①産学官のネットワーク形成
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北海道地方 

 
 
１．北海道地方の概要 

 
（知的財産の活用状況） 

北海道における知的財産の状況は、北海道全体（2004年）で、特許出願 1,164件、実用
新案 149件、意匠 204件、商標 1,741件という状況であり、特許出願が少ない点が特徴に
なっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

          

○特許等出願件数（2004） 

  全  道   全国比 

特   許 1,164 0.28% 

実用新案 149 1.87% 

意   匠 204 0.50% 

商   標 1,741 1.35% 

     計 3,258 0.54% 

     
【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における北海道庁の発表資料 

 

（北海道知的財産本部） 

 北海道地方の知的財産戦略本部は、経済産業局と北海道との共同で、平成１７年７月に

設置された。道内の関連機関が、以下の 7つの取組方針に基づいて、中小企業等のニーズ
に対応した知的財産に関する効果的な支援を実施し、知的財産に関する意識の向上や適切

な活用の促進を図るなど、知的財産の創造・保護・活用からなる「知的創造サイクル」の

加速化をサポートしている。 
 

（取組方針） 
 (1) 大学、企業等における知的財産の創造の推進 
 (2) 模倣品・海賊版に対する啓発、取締強化等知的財産の保護 
 (3) 中小・ベンチャー企業に対する支援等知的財産の活用 
 (4) 知的財産を活用した地域ブランドの確立 
 (5) 知的財産に関する支援機関・人材のネットワーク化 
 (6) 知的財産に関する相談体制の強化 
 (7) 知的財産関連人材の育成及び制度等の普及啓発 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における北海道庁の発表資料 
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２．都道府県による事例  －北海道－ 

 
（知財政策の取組状況） 

 北海道庁の知財政策への取組は、図のとおりであるが、大学・公設試への支援策に有益

な施策として、以下の３つの視点を紹介する。 
 
① 知的財産グループの設置（２００５．４） 
通常、都道府県において、知財担当者は非常に少なく、「知財担当者数：１名」とい

うところも多い。それに対して、知的財産グループの場合には、複数の担当者が知

的財産に関する業務を担当することが可能となり、大学・公設試へのより適切な対

応が可能となる。 
 

② 北海道知的財産推進本部の共同設置（２００５．３） 
経済産業局と北海道が連携することにより、国の施策と地方の施策との関係も調整

が可能となるため、大学・公設試への対応を含め、より適切な知財政策の実現が可

能となる。 
 
③ 道立試験研究機関職員の研修 
知的財産に関する研修は、広い範囲の学問領域に及ぶものであるため、研修内容に

ついては、研修を受講する者の業務内容に応じて、最も適した内容の研修が提供さ

れることが望ましいと考えられる。その意味で、公設試の職員に対する研修を行う

ことは、公設試への施策として有益であると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における北海道庁の発表資料 

 

道のとりくみ

① 知的財産グループの設置（２００５．４）

② 北海道知的財産推進本部の設置（２００５．３）

③ 弁理士会との協力協定の締結（２００５．７）

④ 地域ブランドの取り組み

⑤ 北海道知的財産活用システムの開設（２００６．４）

⑥ 知財マネジメント研修の実施

⑦ 知的財産タウンセミナーの開催

⑧ 道立試験研究機関職員の研修
詳細別紙
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（地域の知的財産推進計画について） 

○北海道では、平成１６年６月に北海道知的財産戦略推進方策が策定されて、①競争力

のある中小企業の育成、②安全・安心な農林水産物の供給とブランド化、③道立試験

研究機関の効果的な活用が３本柱となっている。 
 
○大学、公設試への支援策という観点からみると、下図に示される具体的な取組方策が

提示されている。 
  

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における北海道庁の発表資料 

具体の取組方策

① 出願手続の迅速化

② 職務発明等認定手続の専門化の要否

③ 出願・維持費用の確保

④ 研究員へのインセンティブの確保

→実施補償金の上限撤廃

⑤ リエゾン（橋渡し）機能の強化

⑥ ＴＬＯなどの外部機能の活用

⑦ 権利取得や放棄、譲渡などの取扱基準の策定

⑧ 出願から権利の維持まで管理の一元化

⑨ 研究職員に対する知的財産研修の充実

⑩ 札幌医科大学における知的財産戦略の構築

 
 ○大学・公設試への支援策の事例としては、次の３つの構想が検討されており、いずれ

も、道内の産官学連携事業として重要な施策であると考えられる。 
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【出典】北海道知的財産戦略推進方策（平成１６年６月）p.20 
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【出典】北海道知的財産戦略推進方策（平成１６年６月）p.21  
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【出典】北海道知的財産戦略推進方策（平成１６年６月）p.22  
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（今後の課題） 

 ○北海道では特許出願が少ないという特徴がある。その課題を解決するためには、大学・

公設試を含めた産官学の連携が重要である。産官学連携事業に関する前記構想も、有

益な施策であると考えられる。 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における北海道庁の発表資料 

知財施策推進の課題

○知財の本質に関わるもの
知財は縁の下の力持ち 企業において知財は事業推進の一つの手段

（即効性の問題、事業者の意欲・体力の問題、施策予算措置の問題）

○知財の本質に関わるもの

○道有特許等の取り扱い

知財は縁の下の力持ち 企業において知財は事業推進の一つの手段

（即効性の問題、事業者の意欲・体力の問題、施策予算措置の問題）

～ 発明評価の方法、不実施機関としての知財ポリシー○道有特許等の取り扱い

○地域における知財政策の限界

～ 発明評価の方法、不実施機関としての知財ポリシー

～ 知財紛争 地元の地方裁判所の選択不可○地域における知財政策の限界

○コンテンツ分野への対応

～ 知財紛争 地元の地方裁判所の選択不可

～ コンテンツ版バイドール法など○コンテンツ分野への対応 ～ コンテンツ版バイドール法など

○知財の範囲に
関わるもの

○知財の範囲に
関わるもの

創造

保護

活用

大学・公設試との共同研究、研究開発資金助成

事業化資金助成、融資（金融機関）

「知財施策」の範囲？

○当面の課題（作業）～・具体事業の工程表の策定
・「北海道科学技術振興指針」の見直しにおける知財部門の設定
・地域展開の検討

○当面の課題（作業）～・具体事業の工程表の策定
・「北海道科学技術振興指針」の見直しにおける知財部門の設定
・地域展開の検討

知的創造サイクル
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東北地方 

 
 
１．東北地方の概要 

 
（知的財産の現状） 

 ○特許出願は多いが、その活用が低調。知的財産の活用に関する意識が希薄であることや、

東京等、東北地方以外に技術が流出（移転）されることが原因ではないかと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】東北地域知財戦略推進計画（平成１８年３月）p.19 
 

 
（東北知的財産戦略本部） 

○東北地域知財産略本部は、東北地域における知的財産の創造・保護・活用による地域経

済活性化を目指すために、平成１７年７月８日に設置された。 その後、平成１８年３月

には、東北地域知的財産戦略推進計画が策定されている。 

 
  ○東北地域知的財産戦略推進計画知的創造サイクルの確立を基本戦略としているが、東北

域内でサイクルを確立することが強調されており、技術移転については「域内への移転」

を重視している。また、知財政策の方向性として、地域クラスター等との連携も強調さ

れており、「域内」を重視する視点が伺われる。 
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【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における宮城県庁の発表資料 

 

 

 

２．都道府県による事例  －宮城県－ 

 
（知的財産の現状） 

○宮城県の特許出願は、最近の動向を見ると、大きな変動はなく、平成１６年で１３８１

件であった。日本全体では概ね２０位であり、全国中位といえる。 
 

○県内企業に対するアンケート調査によると、８割の企業が産学連携の経験がなく、同じ

く８割の企業が産業技術総合センター（宮城県の公設試）の活用経験がないという調査

結果がある。 
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6

◆ 出願及び登録件数は，概ね２０位で全国中位

◆ 平成１６年度の全国の特許出願数は４２３千件で，
宮城県の割合は，０．３％

宮城県の特許の出願状況等

特許出願数と登録件数

1412

138112721357

1481

269 293 309
409 368

0件

200件

400件

600件

800件

1000件

1200件

1400件

1600件

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年

出願件数

登録件数

特許出願数と登録数の都道府県順位

21 21 21

20

19

21

19

21

20

23

16位

18位

20位

22位

24位
平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年

出願数順位

登録数順位

【資料：特許庁「特許行政年次報告書」各年版より】

 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における宮城県庁の発表資料 
 
 

13

県内企業の知財体制と研究開発の現状
（ 「宮城県内企業の知的財産への取組みに関するアンケート」調査結果より）

● ６割の企業は知財に関する体制（担当者）なし。
● ７割が研究開発部門なし。
● ８割が産学連携の経験なし。
● ８割が産技センター（県の公設試）の活用経験なし。

○ 特許出願経験のある企業の８割が産学連携に関心有。
○ 特許出願経験のある企業の８割が産技センターの活用
に関心有。

一方で

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における宮城県庁の発表資料 
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（知財政策への取り組み） 

○平成１８年３月に、宮城県知的財産活用推進本部を設置して以降、同年４月に新産業振

興課に知的財産担当職員を配置し、知財政策を積極的に推進している。 
 
○情報提供に力を入れており、平成１８年６月より、県内の知財支援機関における情報交換

会を開催したり、同年９月には、県内の知的財産支援のための Web Site を開設し、広く
情報提供を行っている。また、知財の活用支援の一環として、平成１９年２月に「みやぎ

ビジネス市」を地方公共団体としては全国ではじめて開催するなど、県内企業・公設試等

が保有する特許の有効活用を支援している。 
 
【

出

典

】

政

策

研

究

院

シ

ン

ポ

ジ

ウ

ム

（

平

成

１

９年３月６日）における宮城県庁の発表資料 

宮城県の知財支援の取り組み状況

米国知財弁護士とのミーティング（県内企業４社）H18.7.20・21

みやぎ特許ビジネス市開催

Web Site を開設

知財支援機関情報交換会の

宮城県知的財産活用推進本部設置・

「みやぎ知的財産活用推進方策」決定

H19.2.15

企業における知財戦略・ブランド戦略セミナー開催（全７回）H18.10.17～

宮城県の知的財産支援のH18.9.22

日本弁理士会と知的財産活用に関する協力協定締結H18.6.26

宮城県内 開催（１８機関）H18.6.16

新産業振興課に知的財産担当職員を配置H18.4.1

産業技術総合センター内に工業系知的財産センターを設置H18.3.30

第１回本部会議開催

本部会議において

H18.3.20
取り組み内容時 期

 

（地域の知的財産推進計画について） 

○平成１８年３月に、宮城県知的財産活用推進本部が設置され、同月に開催された第１回本

部会議において、「みやぎ知的財産活用推進方策」が決定された。 
 

○産学官連携の観点については、「産学官の共同研究の推進のため、知的クラスター創生事業、

地域新生コンソーシアム研究開発事業などの産学官連携プロジェクト研究を促進すること

が指摘されている。また、これらは地域の産業集積に有益な施策といえる。 
 

○県内に事業所を有する企業が県内の大学等と共同で新製品、新技術の開発を行う際、その

研究費の助成を行うことが指摘されている。このように、地域の産業集積に有益な施策と
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して知財政策を推進する点に特徴がある。 
 
 
 
 
 

 
【注】みやぎ知的財産活用推進方策（平成１８年３月）p.65  
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関東地方 
 

 
１．関東地方の概要 
 
（知的財産の活用状況） 

  ○知的財産に関する状況としては、東京を中心とする首都圏には研究機関が集中し、また、

知財人材も豊富に存在している。したがって、知的財産の保護環境が整っているといえ

るが、特に中小企業においては、戦略的な知財活用が、まだ不十分な状況にある。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○これまでの知財政策の取組状況としては、①各種セミナーの開催、②特許流通促進の技

術展示フェア、③中小企業の知的財産戦略策定支援などがあげられる。 
 
○各種セミナーの開催については、多様なニーズに即して異なるセミナーを開催しており、

大学等への支援策という観点では、「研究機関向けセミナーの開催」があげられる。具体

的には、公設試の研究開発担当者、大学の知的財産担当者、研究機関の責任者に向けた

セミナーが行われており、参加者の評価も高い。 
 
（知的財産戦略本部について） 

  ○平成１７年５月に、広域関東圏知的財産戦略本部が設置され、これまでに本部会合、知

的財産戦略推進検討ＷＧ、担当者会議などが開催されている。 
 
 （知的財産推進計画について） 

  ○平成１８年４月に、広域関東圏知的財産戦略推進計画が策定され、①自治体・公的支援

機関との緊密な連携、②地域の実態・取組に即した事業展開、③地域・企業ニーズに迅

速的に答える専門家の派遣などが、ポイントとして示されている。 
 
  ○大学等への支援策としては、本部会合の本部員に大学関係者を加えることにより、大学

の視点を推進計画に反映できるよう配慮している。 
 
 （今後の課題） 

  ○今後の課題としては、首都圏の強みを活かした事業や中小企業の知財戦略支援事業が重

要である。 
 

○大学等への支援策としては、大学保有の知的財産を活用したベンチャー創出支援があげ

られる。具体的には、ベンチャー操業のための大学ネットワーク会議と研究成果発表の

開催が検討されている。 
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【出典】広域関東圏知的財産戦略推進計画（平成１８年４月）別紙１  

 
 
２．都道府県による事例     －東京都－ 

  
（知的財産の活用状況） 

  ○東京都は、研究機関が集中し、知財人材も多く、特許出願件数が多い点に特徴があるが、

中小企業では、特許の取得経験のある企業はわずかであり、多くの中小企業は、知的財

産権に関する経験が乏しいという状況。 
 
  ○また、中小企業においては、技術移転によって他社や大学等の技術を導入するという発

送と手法は、まだ十分に定着していない。 
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【出典】中小企業の知的財産活用のための東京戦略（平成１５年８月）p.7 

 

 
【出典】中小企業の知的財産活用のための東京戦略（平成１５年８月）p.8   

 
 
（知財政策の取組状況） 

 ○東京都では、平成１５年を知財元年と位置付け、同年４月、「東京都知的財産総合センタ

ー」を設立した。これまで、知的財産に関して、①相談事業、②普及啓発事業、③助成
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事業に取り組んでおり、利用者も多い。 
 
 
（知的財産戦略本部について） 

  ○平成１５年４月に、東京都知的財産活用本部が設置され、産業労働局長を本部長とし、

都の専門委員２名などを加えた会議体として、基本戦略の策定と支援施策の策定を行っ

ている。 
 
 （知的財産推進計画について） 

○平成１５年８月に「中小企業の知的財産活用のための東京戦略」が策定された。①知的

財産戦略の重要性を知る、②自社にしかない知的財産を創る、③競争有意を確立するこ

とが説明されている。 
 
○大学等への支援策の観点については、全国ＴＬＯ交流会の開催について明記されている

他、産学公連携成長企業発掘支援事業として、企業との共同開発研究を希望する大学等

の開発テーマを公募し、その技術を大学から移転することにより、企業の事業化成功事

例をつくり出すモデル事業に対し、助成金等の支援を行うことが記載されている。 
 
（今後の課題） 

○中小企業において、知的財産権に関する経験を有し、自社の知財戦略の企画を担うこと

が課題となっている。 
 
○中小企業において、技術移転によって他社や大学等の技術を導入するという発送と手法

を定着させることが課題となっている。 
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【出典】中小企業の知的財産活用のための東京戦略（平成１５年８月）p.54 

【出典】中小企業の知的財産活用のための東京戦略（平成１５年８月）p.54 

【出典】中小企業の知的財産活用のための東京戦略（平成１５年８月）p.55  
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【出典】中小企業の知的財産活用のための東京戦略（平成１５年８月）冒頭の資料  
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中部地方 

 
 
１．中部地方における概要 

 
（知的財産の活用状況） 

  ○知的財産を巡る状況としては、製造業を中心に活力ある産業集積と優れた技術力に基づ

き、知的財産の創出が進められている。ただし、大企業に比べ、人材面などの課題によ

る中小企業の取組の遅れが指摘されている。今後は、産学連携に向けた取組に期待が寄

せられている。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○地位の様々なニーズにより的確に対応するため、商工会議所との共催による「草の根的

知財セミナー」の実施や幅広いテーマによる「中部知財フォーラム」の開催など、知財

の啓蒙に向けた取り国に積極的に取り組んでいる。 
 
○大学への支援策としては、知財管理体制を支援する「大学向け知財講座」が開催されて

いる。また、産業クラスター計画において、産学官のネットワークを構築し、新産業・

新事業の創出を促進するプロジェクトが推進されている。 
 
（知的財産戦略本部について） 

  ○平成１７年９月に、中部知的財産戦略本部が設置され、民間から本部長を迎えて産業界

主体で構成している。 
 

○大学等への支援策としては、戦略検討委員会の座長に大学関係者を加えることにより、

大学の視点を推進計画に反映できるよう配慮している。 
  

（知的財産推進計画について） 

  ○中部知的財産戦略本部において、これまでに４回の審議を経て、「中部知的財産戦略推進

計画」を策定した。中小企業の支援、産学連携の促進、知財マインドの向上などを基本

戦略として掲げている。 
 
  ○大学等への支援策としては、「大学向け知財講座」の他、産学連携シーズマップを作成し、

地域の大学や試験研究機関の保有する研究成果について企業が製品開発の視点から活用

できるような技術シーズ集として利用することにより、大学等の知的財産を活用するこ

とが記載されている。また、戦略検討委員会本部会合の本部員に大学関係者を加えるこ

とにより、大学の視点を推進計画に反映できるよう配慮している。 
 
 （今後の課題） 
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  ○今後の課題としては、地域全体に、知的財産に関する啓蒙が遅れているので、特に企業

向けに、知財の普及・啓発を行うことが必要である。 
 

○大学等への支援策としては、今後、産学連携に向けた取組に期待が寄せられている。 
 
 
２．都道府県における事例  －愛知県－ 

 
（知的財産の活用状況） 

  ○愛知県の特許出願件数は全国３位であるが、産業規模に比較すると、知的財産への取り

組みは弱いといえる。製造品出荷額は全国シェア１３％であるのに対して、特許出願件

数は全国シェア７．８％、登録特許は全国シェア７．３％である。 
 
○大学等における知的財産の取り組みについては、その権利化、及び、活用・事業化に関す

る機能の整備が進められてきている。その一つに中部ＴＬＯがあるが、その実施許諾件数

は２６件（全国１０位、全国シェア４．４％）であり、地域の産業集積、研究集に比べ、

決して十分とはいえない状況にある。 
 
                

【

出

典

】

あ

い

ち

知

的

財

産

創

造

プ

ラン（平成１６年３月）p.9 

 

 

（知財政策の取組状況） 

 ○愛知県県庁では、平成１５年４月より、６名の知財グループ（内、１名はデザイン）が

設置され、県の知財施策を複数の担当者で実施できる体制を整備している。平成１５年

末には報告書（知財）が策定され、平成１６年度より施策が実施されている。平成１７

年度からは、県有知的財産の窓口を一元化している。 
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○大学への支援策としては、愛・地球博の跡地に、「知の拠点」として科学技術交流センタ

ー（仮称）を設置し、研究テーマの探索から成果の事業化まで、産学行政が一貫して連

携・取り組むことを検討している。 
 
○また、平成５年度策定の「科学技術交流センター計画」の策定を踏まえて、平成６年度

に、産官学の協力で（財）科学技術交流財団が設置され、「知の拠点」構想（愛知万博の

跡地）として、「知の拠点」基本計画の策定が進められている。その中で、「産学連携に

よる相乗効果」が強調されている。 
 

（知的財産戦略本部について） 

  ○地域の産・学・行政の有識者からなる「愛知県知的財産戦略会議」を平成 15 年 6 月に
設置し、 同会議 WG による詳細かつ専門的な検討も実施しながら、知的財産立県に向
けた指針・行動計画となる 「あいち知的財産創造プラン」を平成１６年３月に策定した。 

    
 （今後の課題） 

○大学等への施策としては、以下の６つの観点が盛り込まれている。 
 １．知的財産本部などの知的財産管理機能の強化 
 ２．研究者への社会貢献認識の啓発と業績評価における知的財産の重視 
 ３．大学発ベンチャーの促進 
 ４．学生や研究者への知的財産教育の充実 
 ５．研究者や知的財産関連人材の産業界との交流促進 
 ６．社会人向けの高度な知的財産教育の充実 

 

【出典】あいち知的財産創造プラン（平成１６年３月）p.11 
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【出典】あいち知的財産創造プラン（平成１６年３月）p.17 

 
 
 

 

 
【出典】あいち知的財産創造プラン（平成１６年３月）p.48 
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近畿地方 

 
 
１．近畿地方の概要 

 
（知的財産の活用状況） 

  ○近畿では、大学等における優れた技術シーズ（開放特許）の蓄積があるという長所に対

して、中小零細企業の比重が大きいため知財デバイドが存在していること、アジア諸国

との深い経済関係が模倣被害拡大を招来しているという短所がある。 
 
 ○近畿地域の出願件数の全国シェア（平成 16年）は、特許 22.7％、実用新案 19.0％、意

匠 33.3％、商標 20.9％。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○近畿知財戦略本部が推進する６つのアクション・プランを実施している。 

【出典】近畿経済産業局のホームページより引用 
 
○大学等への支援としては、近畿地域に集積する大学等の研究機関が創造する技術シーズ

の中小・ベンチャー企業への移転を促進するため、特許流通フェアを開催している。ま

た、知財ビジネスマッチングフェアを開催し、特許流通のみならず、知的財産に基づき
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新たなビジネスを展開する企業の販路開拓等も支援している。 
 
 （知的財産推進計画について） 

  ○外部有識者等で構成する「近畿知財戦略本部」を平成１７年５月に設置した。同本部は、

地域の現状と課題を踏まえつつ「近畿知財戦略推進計画」を策定し、①近畿地域の中小・

ベンチャー企業の知的財産に対する意識の向上、②近畿地域の自治体、知財関係支援機

関・人材等と連携した効率的なサポート体制の構築、③近畿地域の大企業・大学等の技

術シーズ等の「強み」を最大限に活用できる仕組みづくり等に取り組んでいる。 
 
○「近畿知財戦略推進計画」に記載された事業は固定的なものではなく、適宜、実施状況

を検証し、毎年度末に計画の改訂を行うこととしている。競争力のある技術・ブランド

創出と活用に向けた、地域資源の連携強化と人材育成の推進を目標にかかげている。 
 
 
２．都道府県による事例   －京都府－ 

 
（地域の特徴） 

  ○京都府に根付いている歴史の古い伝統的産業がある点、40強の大学が府内に存在してい
ること、ベンチャー企業から大きくなった企業が存在している点などが地域の特徴とし

て挙げられる。伝統的産業は構造的不況に直面しており、地域経済活性のためにも不況

脱却の糸口を見出すことが望まれる。地域内の大学については、より活発な連携をする

ことが求められている。ベンチャーが大きくなった例としては、堀場製作所やローム等、

数多くの企業が挙げられる。 
 
 （知財政策の取組状況） 

○ 京都産業の構造は、電子・情報機器関連産業が経済の牽引役となり、将来展望が見ら

れる一方で、構造不況型産業の比重が高いため、地域全体としてはまだ厳しい見通し

を府が有している。そこで、産学公連携の推進により、新産業創出、中小企業の創業

支援などを推進することを企図している。平成 17年度の「産学公連携の推進による新
産業の創生プラン」では、京都府産業支援センターの充実・強化を通じ、起業の誘発、

京都ブランドの育成等を目標として定めている。 
 
○ 京都府では、経営支援を行う財団法人京都産業２１と、技術支援を行う京都府中小企

業技術センターが改組された。京都府の中小企業技術センターは、計測技術が強みと

なっている。 
 
○ 研究開発助成として、資金の使い勝手の良さを資金助成制度を設けた点が挙げられる。

この制度は平成 15 年度～17 年度にかけて実施されたものであり、研究開発を行う企
業を対象とした。従来であれば資金の費目間流用などがしにくいが、当該ルールを緩

やかにした上で、毎年 3000万円＊3年の補助金である。 
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○ 平成 16年 12月に、府内のものづくり系ベンチャー企業を育成・支援するため、「京都
企業創造ファンド（地域ものづくり産業育成ファンド）」が設立した。予算規模は 23
億円である。投資対象としては、創業間もない府内ものづくり系ベンチャー（1 社 1
億を限度）を重点分野としている。 

 
○ 京都産業２１の行う産学公連携研究開発資金支援事業では、3年間で 1億円の支援を行
っている。京都府の製造業を中心とする中小企業に限定しているが、3年間でシームレ
ス・ハンズオン体制での支援を行う。 

 
（成功事例） 
○ 京都府の公設試の持つ技術の移転事例として、ファーマフーズ社がある。ファーマフ

ーズ社は、現在市販されているチョコレートに含まれるＧＡＢＡという成分を大量生

産する技術を有する企業である。本技術開発は、京都の公設試の保有していた乳酸菌

の移転を受けたことに始まる。この乳酸菌は、元々ＧＡＢＡを比較的多く精製すると

いう特徴をもっていたが、ＧＡＢＡを大量に精製するための諸条件をファーマフーズ

社が突き止め、大量生産技術を確立した。また、ＧＡＢＡの持つ生理学的機能を把握

するため、大学と共同研究を行い、リラックス効果があることなどを突き止めた。フ

ァーマフーズ社の製造するＧＡＢＡ成分は、食品企業へと販売されている。諸企業フ

ァーマフーズ社は、平成 18年 6月にマザーズへ株式上場を果した。 
 
○ 産学公連携研究開発資金支援事業では、クレディアＪＡＰＡＮ社に支援を行っている。

同社は人工機能核酸を利用した診断チップ開発をする企業である。支援を必要とする

タイミングで公募があり、ラボスペースでの実験に成功、試作品を完成することがで

きた。 
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中国地方 

 
 
１．中国地方の概要 

 
（知的財産の活用状況） 

  ○中国地方においては、全国比約６％の経済規模に対して、出願件数は１．９％であり、

知的財産の創出が少ない。また、中国地方の弁理士数は約４０名であり、全国比０．６％。

知財に関する人材の不足が課題になっている。 
 

○他方、鳥取県では、知的財産に関する条例を制定（１８年４月）し、島根県では、知的

財産総合支援センターを設置（１８年４月）など、自治体の取組が進み始めてきている。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○中国地域知的財産戦略本部は、平成１７年９月に設置され、平成１８年４月に中国地域

知的財産推進行動計画が策定された。これまでに本部会合を３回、ＷＧを４回、開催し、

中国地域の知財政策について検討している。 
 
○これまでの知財政策の取組としては、中国地域知的財産戦略本部により、知財セミナー、

シンポジウムなどを積極的に実施し、知財マインドの醸成を図ってきた。 
 
○大学への支援策としては、中国地域知的財産推進行動計画において、具体的な対応策と

して、以下の施策が示されている。 
 
・ 大学等と企業との相互理解のための懇談会の開催 
・ 技術移転体制強化のための勉強会の開催 
・ 技術移転体制のあり方に係る調査の実施 
・ 技術移転フェアの開催 
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【出典】中国地域知的財産推進行動計画（平成１８年４月）p.3 

 

【出典】中国地域知的財産推進行動計画（平成１８年４月）p.3～4 
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２．都道府県による事例   －広島県－  

 
（地域の特徴） 

  ○地域として重厚長大型産業が比較的多くなっている。その一方で大学はバイオや IT の
得意な先生方が集まっている。 

 
 （知財政策の取組状況） 

○ 中国経済産業局では、平成 14年度からのマスタープランで、3つの数値目標を掲げた。
共同研究 1000 件、大学発 VB200 社、予算 3 倍である。結果は共同研究 3600 件、大
学発 VB101社、予算の伸び 2.2倍となった。 

 
○ 着実に推移してきたものの、目標到達には至らなかったため、マスタープランの精神

を継承しつつ、2009年度までに、具体的に実施すべきアクションプランを新たに設定
した。アクションプランでは、7つの行動の視点に基づき、各主体が具体的にとるべき
行動を提示している。その 7つとは、「地域プロジェクトに貢献する産学官共同研究実
用化の推進」「新たな産業の中核となる大学発ベンチャーの創出・育成と産学共同事業

の企業化」「イノベーションを担う人材の育成・誘致」「地域の強みを生む知的創造サ

イクルの形成」「産と学を結ぶコーディネート機能の強化と定着」「地域を支えるイノ

ベーションへの円滑な資金供給」「産学官連携活動の強力な支援体制の整備」である。 
 
○ これらの取り組みは、「企業のニーズのくみ上げが不十分」「事業化が大学等研究者の

業績評価にほとんど反映されていない」「大企業は大学の基礎研究に期待、中小企業は

大学の実用化技術や試験・評価技術に期待しているが、連携が不十分」「共同研究の知

財活用時の不実施補償について産学の意識に格差がある」「産側と学側のコーディネー

ターの交流が不十分」「起業家精神を持った教員・学生が少ない」「ビジネスプランや

経営戦略を立てる人材の調達が難しい」「研究開発や創業の資金が調達しにくい」「産

学官連携の目指すべき姿・方向が見えない」「コラボレーション会議の連携はまだ十分

でない」といった問題意識から発生している。 
 
○ 広島県では、平成 4年に科学技術基本計画を策定した。平成 8年度から 15年度にかけ
ては JSTの RSP事業を受託、この成果を基にして、広島 TLOがスタートした。平成
10年には産業科学研究所を設立した。 

 
○ 産業科学研究所設立は、地域に役立つ技術を育てるために、助成事業を行っている。  
企画評価委員会で審査するが、メンバーは大手企業の技術部長、大学・学部長クラス

など、総勢 20名程度である。スキームとしては最初に県外専門家に意見をもらい、 次
に、委員会でプレゼン、投票で助成を決定する方式である。 

 
○ 近年、金融組織との連携を始めつつある。というのは、金融機関は大学へのコネクシ

ョンがない一方で、融資物件を探しており、情報が集まってくる。そこで、「産学金融
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交流会」を用い、交流を進めている。 
 
（成功事例） 

○ 成功事例としては、産業科学研究所が助成した佐竹社の「穀粒判別機」や、松田自動

車の「ハイテンション鋼のプレス技術」などが挙げられる。いずれも、産業科学研究

所が助成を行うことで、技術開発に結びついた。 
 
○ ハイテン鋼のプレスについては、従来は鋼材が硬いため、一度でプレスできず、10 回
くらい金型を作り直していた。改良技術として、シミュレーション技術を使い、3回程
度で金型を作れるようにした結果、コスト・納期が短縮された。開発者は広島大学の

教授であり、元々金属加工の専門家で、かつシミュレーションも詳しい先生である。

産業科学研究所の公募でＨ16 年度からスタート、開発成果は、当該分野の既存ソフト
の組み込みオプションとして販売できないか、交渉中である。 
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四国地方 

 
 
１．四国地方の概要 

 
（知的財産の活用状況） 

  ○四国地方においては、地域経済の再生を目指して四国テクノブリッジ計画を推進してい

るが、特許を肇とする知的財産を活用している企業は一部に過ぎず、当地域の特許出願

件数は全国の０．８％と非常に低調であり、中小企業において知的財産の活用が殆ど進

んでいない状況になっている。 
 

○大学については、四国全体の出願者の上位を大学が占めているという状況にある。また、

知財活用については、各大学が、知財本部、産学連携本部を設置するとともに、平成１

３年２月に設立した四国ＴＬＯと密接に連携し、産業界への技術移転、産学連携に努め

ている。但し、十分な実績が上げられるまでにはもう少し時間を要する状況にある。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○四国地域知的財産戦略本部は、四国地域における中小企業等の知的財産の戦略的活用を

推進するための「知財ネットワークづくり」を基本認識のもとに、知財政策を推進して

いる。 
 
○大学への支援策としては、対話型特許調査を実施し、大学における研究開発の段階から

研究者の要望に応じて知財の専門家を派遣し、先行技術の検索支援等を行うことにより、

知財が有用なツールであることについて理解を深め、市場、競合相手を睨んだ戦略的な

研究開発を支援し、技術移転を促進している。 
 
（知的財産戦略本部について） 

  ○自治体、支援機関、企業、専門家、大学等の協力を得て、平成１７年６月１０日 に四国
地域知的財産戦略本部を設置し、第１回会合を開催し、四国地域知的財産戦略推進計画

を策定した。また、平成１８年１０月１８日に第２回会合を開催し、四国地域知的財産

戦略推進計画を改訂した。また、ホームページを立ち上げ、情報提供等の支援を積極的

に行っている。 （四国地域知的財産戦略本部ホームページ：            ：       

http://www.shikoku.meti.go.jp/soshiki/skh_b7/tokkyo/9_info/060531/www/index.html） 
 
 （知的財産推進計画について） 

  ○基本戦略として、以下の４つのアクションプランを推進することとしている。 
１．広報・意識啓発の涵養（意識啓発、教育支援等による知的創造の基盤づくり）  
２．個別相談体制の強化（知的財産の創造、保護などの推進）  
３．知財戦略支援の充実（特許流通促進などの知的財産活用）  
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４．知財支援組織の連携（産学官の知財支援組織の情報共有や連携促進等）  
 

○大学等への支援策としては、対話型特許調査の推進の他、大学など研究機関向け知的財

産権セミナーの開催や、大学生等を対象とした教育支援を推進することとされている。 
 

（ブドウ品種とワイン製品）技術移転事例

ブドウ品種「香大農R-1」の特徴本品種は、沖縄地方に自生す
る野生ブドウ「リュウキュウガネブ」と高級品種として知られる
「マスカットオブアレキサンドリア」を交配し、選抜した品種。
「リュウキュウガネブ」に由来する、アントシアニン・ポリフェノー
ルの高含有量が特徴。

また、耐暑性に優れ、瀬戸内の暑い夏の気候条件でも、アント
シアニンの含量が低下することがない。平成18年度に「香大農
R-1」として正式に品種登録。開花は５月末で、収穫は9月下旬
から10月上旬である。本年度附属農場での収穫量は530kg。

ワイン「ソヴァジョーヌサヴルーズ」の特徴

本品種で醸造したワインには、ブドウ品種自体の特徴が強く現れてお
り、アントシアニンの含量が極めて高い。「カベルネソービニオン」や
「マスカットベーリーＡ」などの代表的品種で醸造した赤ワインに比べ、
アントシアニンを２～３倍、ポリフェノールを約２倍多く含む。このため
濃厚な色合いになるが、飲み口はまろやかで、渋味が少ない。新酒
（ヌーボー）に相応しい酒質となっている。

なお、名称の「ソバジョーヌサヴルーズ」は、フランス語で「芳しき野生
の乙女」の意味。ブドウ品種の由来である野生ブドウにちなんで命名
した。

【商標登録 第４８７３３４２号】 SAUVAGEONNE SAVOUREUSE
【品種登録 第１３６４６号】 品種名称 香大農R-1

 
【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月）における香川大学による発表資料
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【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月）における香川大学による発表資料

今後の課題
●持続性のある組織体制の構築
・知識・スキルの蓄積・継承
・学内外の継続的サポート体制

●知財活用の更なる促進
・TLOとの一層の連携強化
・リエゾン部門との協力体制強化
・事務部門との円滑な協働推進
・知財マインドの底上げ

●国際的産学連携支援体制
・法務（交渉・契約）

「軽少体制」 「人財」
（身の丈にあった活動！）  
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（知的財産の活用状況） 

  ○２００５年度における徳島県の産業財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権）の

出願及び登録の状況は、出願が９９８件、登録が５８２件で、全国順位は出願３４位、

登録３３位の全国シェアで、出願０．２％、登録０．３％となっている。 
 

○公設試については、県立工業技術センターで、８件の特許登録及び１０件の特許出願が

あるが、そのうち５件が実施許諾等により活用されている。県立農林水産総合技術支援

センターでは、３件の特許登録及び８件の特許出願を行っており、そのうち３件が実施

許諾等により活用されている。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○徳島県では、知的財産セミナーの開催、知的財産発明相談事業、知的財産アドバイザー

事業などの知財政策を推進している。 
 
○公設試への支援策としては、工業技術センターが新たに実施する受託研究事業において、

有効な知的財産権の取得が見込まれる研究について、公募、審査の上、所用経費の一部

を県が負担することとしている。 
 
 ○徳島県では、発光ダイオード技術の強みを活かして、平成１７年１２月に、LEDバレイ

構想を策定し、その中で、産学連携の重要性について指摘されている。 
 
（知的財産戦略本部について） 

  ○徳島県では、平成１７年１０月の第１回庁内会議から検討を開始し、４回の庁内会議を

経て「徳島県知的財産推進指針」が策定された。その際、有識者や各企業からの意見聴

衆を行っている。 
 
○徳島県知的財産推進指針においては、知的財産の創造、保護、活用の観点から県として

取り組むべき課題を整理した上で、具体的な推進計画を提示している。 
 
 ○公設試に対しては、未利用特許の流通促進についての取り組みの充実を図ることが盛り

込まれている。 
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九州地方 

 
 
１．九州地方の概要 

 

（知的財産の活用状況） 

  ○特許出願数及び登録件数は全国比１％程度と非常に少ない。その理由は、民間企業の研

究機関の数が少ないことと、進出企業の場合、九州で生まれた発明が東京・大阪の本社

から出願されるケースが多いことと考えられる。 
 

 （知財政策の取組状況） 

 ○これまでの知財政策の取組状況としては、知財セミナーの開催や中小企業へ知財戦略支

援事業の実施の他、大学関係では、教育機関向け知財人材育成事業や特許流通支援事業

の実施が積極的に推進されている。 
 
○知財セミナーの充実により、専門性の高いセミナーへの要望が高まり、また、長崎県内

の全工業高校からなる知的財産教育推進委員会が発足されるなど、知財政策の成果が出

始めてきている。 
 
（知的財産戦略本部について） 

  ○九州地域の民間企業、大学等が知的財産を戦略的に活用するための環境を整備し、「知財

デバイド」の解消に資するため、 産学官で構成する「九州知的財産戦略協議会」を２０
０５年６月に設置し、「九州知的財産推進計画」を策定した。 

 
  ○九州知的財産推進計画は毎年見直しが行われ、平成１９年３月には、第二期九州知的財

産推進計画が策定された。 
 
  ○九州知的財産推進計画においては、知的財産の普及啓発に取り組むと共に、企業におけ

る知財戦略経営の普及・定着と知財に関する相談・教育環境の整備を重視することが示

されている。 
 
  ○九州知的財産戦略センターは、大学など教育機関からの相談を含め、知的財産に関する

相談にワンストップで対応する組織として、全国に先駆けて平成１５年１１月に開設さ

れている。第二期九州知的財産推進計画では、その機能強化を図ることが示されている。 
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©2007, H. Tsubouchi, Kyushu Univ.

九州大学知的財産本部

２．連携事例（その１）２．連携事例（その１）

九州大学
知財本部

技術相談
他機関

佐賀県

◆開発テーマ：
省エネルギー・環境負荷低減推進のための
新物流形態を目指す革新的保温材の開発

◆成果：
・新製品開発に向けた技術指導を実施（約４ヶ月間）
・技術指導中に新たな課題が発生したため、引き続き
共同研究として連携中
・共同研究の成果を特許出願予定

【依頼主】

㈱
伊万里

大国段ボール

共同研究

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月）における九州大学による発表資料

 

 

©2007, H. Tsubouchi, Kyushu Univ.

九州大学知的財産本部

２．連携事例（その２）２．連携事例（その２）

九州大学
知財本部

他機関

佐賀県

◆開発テーマ：
水産物（ケンサキイカ：呼子イカ）の保全・蓄養技術開発の開発
１．呼子イカの資源管理
①養殖・蓄養技術の開発、②搬送技術の開発

２．漁家経営の向上
①販路開拓、②魚価の向上

◆平成１９年度も引き続き共同研究を継続

【依頼主】

唐津市

呼子町漁協

共同研究

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月）における九州大学による発表資料
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２．都道府県による事例    －佐賀県－ 

 
 （知財政策の取組状況） 

○ 現在の知事が掲げるマニフェスト 49 項目の中で、知の拠点作りを県として進めてい
く計画を持っている。例として、有田町の県立有田窯業大学校の講義内容を高度化・専

門化し、4年制の学校とすることを検討している。また、県内の公設試験研究機関の高
度化を目指し、県内のいわば知的立県的政策を進める予定である。 

 
○ ただし、県内には４年制の大学が佐賀大学と私立大学の２校しか存在しないため、県

内に限らず、近隣の大学等との連携を進めている。現在、早稲田大学と全庁・全学にわ

たる包括的連携協定を締結し、また九州大学知的財産本部に職員を派遣し、連携を深め

ている。 
 
○ 高度化を目指している公設試験研究機関は、は有田焼や木工等の地場産業の技術指導

所として設立され、設立当初は、研究開発機能を持っていなかった。その後、1950年代
頃から、研究開発機能を併せ持つようになり、現在は、横断的・融合的な技術開発が求

められる新たな研究分野へ対応するため、１０機関（工業系２、農業系５、水産系２、

林業系１）が効率的に試験研究に取り組むとともに、大学や企業等との連携を深めなが

ら、研究を行っている。 
 
 （知的財産推進計画について） 

  ○ 平成 16年度に、本庁の商工系の組織と農林水産系の組織を統合し、また、平成 17年
度には、試験研究機関の総合的な企画調整を行うための係を設置し、これまで連携の薄

かった各機関の連携を深めるとともに、試験研究機関生み出した知的財産の効率的・効

果的な取扱いについても検討を行っている。 
 
 （今後の課題） 

  ○ 県内余剰の最大化と知的財産自体の効用の最大化の均衡をどのように図るかを考える

必要がある。 
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沖縄地方 

 
 
１．沖縄地方の概要 

 
（知的財産の活用状況） 

  ○沖縄では、知財人材以前に、企業が全般的に不足している。沖縄の特徴として、横の人

間関係が重要視されるため、知財の主張が比較的しにくい。特許で権利を取得したとし

ても、その権利を利用して競合企業を排除することがなかなか容易ではない。現在、沖

縄県全体では年 250件程度の特許出願がある。このうち 7割は個人出願であり、企業に
おける知財意識は比較的低い。 

 
 （知財政策の取組状況） 

 ○これまでの知財政策の取組状況としては、①内閣府沖縄部局の持つ予算での沖縄○○共

同研究事業が挙げられる。 
 
○物的な生産基盤が弱く、かつ企業が自ら製品製造まで行いたがる文化がある中で、沖縄

県の支援関連予算は、全国から企業を公募する形で、生産基盤を補強しようとする。 
 

（知的財産戦略本部について） 

  ○平成１７年８月に沖縄地位基地的財産戦略本部が設置される。主要な目的は、知己的財

産デバイドを解消することである。 
 
 （知的財産推進計画について） 

  ○競争力のある技術・ブランド創出と活用に向けた、地域資源の連携強化と人材育成の推

進を目標にかかげている。 
 
  ○主として県内の健康食品の強みを生かした支援策を念頭に、食品関連産業への推進が掲

げられる。 
 
 （今後の課題） 

  ○知財に関する意識の低さを解消する必要性がある。また、生産基盤の弱さについては、

県外企業の参入を促すことで対応する事を考えている。 
 

○ 沖縄県の風土は、植物に対して過酷である。それゆえに、沖縄で育つ植物には、抗酸

化物質が多量に含まれており、食品の成分が本州等のそれよりも異なっていることが

知られている。近年になって、健康ブームがまきおこり、沖縄の植物に注目が集まっ

ている。これをどのようにしてブランド化し、産業振興につなげるかが課題となって

いる。 
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○ 島であるために、リサイクル問題は切実であり、喫緊の課題である。早急な解決が産

学連携の中で望まれる。 
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第３節 考察 

 
（１）都道府県の知財政策に共通する施策 

 

（知財財産に関する普及・啓発） 

○知的財産に関する普及・啓発に関する施策は、ほとんどの都道府県において、知財政策の

重点施策の一つとして実施されている。特許出願の多い地域（東京都、大阪府）において

も、中小企業に対する施策として、知的財産の普及・啓発を推進している。 
 
○知的財産の普及・啓発の具体的な方法としては、「知財セミナーの開催」が最も多く、ほ

とんどの都道府県において実施されている。地域における知財セミナーの内容を分析する

と、地域ごとに様々な工夫が見られ、「知識レベル別の企画」、「業種別の企画」、「知的財

産の寸劇」など、その地域の参加者のニーズを配慮した企画がなされている。 
 
○その他、「県民の発明の日」の設定（愛知県）や、「県民発明制度」の実施（鳥取県）によ

り、地域において知的財産の普及・啓発を図っているところもある。 
 
（知的財産に関する情報提供） 

○知的財産に関する情報提供は、ほとんどの都道府県において、知財政策の一つとして実施

されており、知的財産の利用促進を図っている。 
 
○知的財産に関する情報提供の具体的な方法としては、都道府県のホームページを介して情

報提供を行う方法が最も多い。情報提供の内容については、各都道府県において異なって

おり、地域のニーズに配慮した内容になっているが、国の知財政策に関する情報を提供し

ている部分も多い。 
 
○情報提供の手段については、インターネットの他、関連機関における情報交換会（宮城県）

や関係機関の連絡会議（大阪府）等を開催することによって実施しているところもある。 
 

（２）地域の特性を活かした施策 

 
（外国関連施策について） 

○東京都、大阪府では、国際的な企業が多いという地域の特性に配慮して、外国出願に関連

した支援策を講じている。例えば、外国特許出願費用の助成、外国侵害調査費用の助成な

どがある。最近では、東京都、大阪府以外でも、外国関連の知的財産に関する施策を検討

している都道府県もある。 
 
（模倣対策について） 

○福岡県、大阪府では、アジア地域との経済的な関係が比較的強いことから、特許製品や登

録種苗に対する模倣対策のニーズが高いという特性がある。そこで、輸入された違法農産

物に関する情報収集の実施（福岡県）、特許情報センターにおけるアジア関連情報の充実
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（大阪府）などにより、模倣対策を積極的に推進しているところもある。 
 

（産業集積について） 

○宮城県、熊本県では、県外への産業の空洞化が懸念される中、地域の産業集積に資する

施策が講じられており、産業集積の推進に知財政策を活かす配慮がなされている。宮城

県の産業クラスター事業、熊本県のフォレスト構想などにおいては、産業集積の推進に

知財政策を活かす試みがなされている。 
 
（政策強化について） 

○鳥取県、北海道、愛知県では、知的財産に対する意識が比較的低く、地域の知的財産推

進計画の策定だけでは知財政策として不十分であり、更なる政策強化が求められている。

そこで、知的財産に関する条例の施行（鳥取県）、都道府県庁内における知財グループの

設置（北海道、愛知県）等により、知財政策の強化を図っている。 
 

（３）国と地方との役割分担 

 

（国の施策の延長） 

 ○国が実施している施策に対して、地方自治体が、同様な施策を実施することにより、「国

の施策の延長」として、施策の強化を図っているところがある。 

 

（国の施策の補完） 

 ○国が実施している施策に関連する範囲で、国の施策が施されていない部分について、地

方自治体が施策を実施し、「国の施策の補完」をすることにより、施策の充実を図ってい

るところがある。【例】地域クラスターの周辺施策（宮城県） 

 

（地方独自の施策） 

 ○国が実施している施策とは独立して、地方自治体が、地域のニーズを配慮した上で、「地

方独自の施策」を実施しているところがある。【例】地域ブランド戦略（岐阜県） 

 

（４）地域の知財政策と大学支援策との関連性 

  
○都道府県から地方大学への支援策は、現在、まだ十分に実施されていない状況にある。

しかしながら、ヒアリング調査を行うと、徐々に施策が講じられつつあることがわかる。 
 
 ○知的財産の普及・啓発については、大学向けの知財セミナーの実施（愛知県）や、大学

等に対する対話型特許調査の実施（香川県）などにより、地方大学向け支援策を実施し

ているところがある。 
 
 ○知的財産に関する情報提供については、特許情報センター等における大学に向けた知財

情報の充実（大阪府）や、大学発の発明を多く盛り込んだ技術シーズ集の作成（愛知県）

などにより、地方大学向け支援策を実施しているところがある。 
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